
 

 

  

高大接続改革の実施方針等について 

 
 
 今後の人口減少や経済社会の変化、就業構造の変化の中で、イノベーションを創出し、生産

性を向上させるためには、一人一人の能力の高度化が不可欠。 

このような中で、今後の時代を生きる上で必要となる資質・能力＝学力の３要素※を育成す

るため、高等学校教育・大学教育・大学入学者選抜の一体改革を実施 

平成２９年５月１６日に進捗状況の公表を行い、「高校生のための学びの基礎診断」及び「大

学入学共通テスト」の実施方針案、「平成３３年度大学入学者選抜実施要項の見直しに係る予

告（案）」について、関係各団体から意見をいただくとともに、パブリックコメントを募集。

これらの意見を踏まえた実施方針等を７月１３日に策定、公表。 
 

  ※①知識・技能 ②思考力・判断力・表現力 ③主体性を持って、多様な人々と協働して学ぶ態度 
       
 （１）高等学校教育（「高校生のための学びの基礎診断」） 【別紙１】 

◆「高校生に求められる基礎学力の確実な習得」と「学習意欲の喚起」を図るため、

平成30年度中の運用開始を目指す 

  ・名称は、「高校生のための学びの基礎診断」とする 

  ・国が一定の要件を示し、民間の試験等を認定するスキームを創設し、基礎学力

の定着度合いについて公的な質保証がなされた多様な測定ツールの整備・活用

を促進 

  ・各高校等における活用を通じて指導の充実を図り、PDCAサイクルの取組を促進 

  ・制度の充実に向けた調査研究を継続し、その成果を基に高校教育の振興施策を

展開 

 

 （２）大学入学者選抜 【別紙２】 

    「学力の３要素」について、多面的・総合的に評価する入試に転換 

◆現行の「大学入試センター試験」に代えて平成32 年度から「大学入学共通テスト」

を実施 

 

・国語及び数学に記述式問題を導入 

・英語については４技能（読む・聞く・話す・書く）を適切に評価するため、民間

事業者等が実施している資格・検定試験を活用 

※共通テストの英語試験は、認定試験の実施・活用状況等を検証しつつ、平成３５年度までは実施 

 

    ◆選抜に関する新たなルールの設定（AO入試及び推薦入試の評価方法、出願及び合格

発表の時期） 

平成２９年８月２２日 
中 央 教 育 審 議 会 

初 等 中 等 教 育 分 科 会 
資料４ 
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文部科学省
テキスト ボックス
別紙１




 
 

 

「高校生のための学びの基礎診断」実施方針 

 

【実施方針の公表に当たって】 

「高等学校基礎学力テスト（仮称）」については， 

・高大接続システム改革会議最終報告（平成２８年３月）（以下「最終報告」） 

・高等学校基礎学力テスト（仮称）検討・準備グループの論点整理（平成２９年３

月）（以下「論点整理」） 

・「試行調査」の成果（平成２９年１月～３月実施） 

等を踏まえ，名称を「高校生のための学びの基礎診断」とし，以下に掲げる方針で実

施に向けた準備を進める。 

 

１．基本的な考え方 

  高等学校教育の質の確保・向上のため，高校生の基礎学力の定着に向けたＰＤＣＡ

サイクル構築に向けた施策として，文部科学省において一定の要件に即して民間の試

験等を認定するスキームを創設し，基礎学力の定着度合いについて公的な質保証がな

された多様な測定ツールの開発を促し，高等学校における活用を通じて，指導の工夫・

充実，ＰＤＣＡサイクルの取組を促進することとする。 

 

２．「高校生のための学びの基礎診断」の概要 

（１）趣旨・目的 

 「義務教育段階の学習内容を含めた高校生に求められる基礎学力の確実な習得」

と「それによる高校生の学習意欲の喚起」を図るため，高等学校における多様な学

習成果を測定するツールの一つとして活用できるよう，文部科学省において一定の

要件を示し，それに即して民間の試験等を認定する仕組みを創設する。 

高等学校における多様な学習活動を念頭に，民間事業者等から高等学校の実態に

応じて選択可能な多様な測定ツールが開発・提供され，その利活用が促進されるこ

とを目指す。 

 

（２）活用 

  各高等学校又は設置者は，それぞれの判断により，当該校の教育目標や生徒の実
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態等を踏まえて適切な測定ツールを選択して活用するものとする。なお，各高等学

校又は設置者の判断により，多面的な評価の推進の観点から，認定された測定ツー

ル以外のものを活用することを妨げるものではない。 

 

（３）認定の枠組 

①基準の設定及び審査方法の設計方針 

基準の設定及び審査方法については，学校での利用しやすさの観点からの実施方

法，学習指導要領との対応等の出題内容等，高等学校での利活用を念頭においた測

定ツールとしての共通要件を確保しつつ，高等学校の多様なニーズを踏まえた民間

の創意工夫が生かされるように設計する。 

＜基準・条件等の設定の考え方の概略＞ 

◆実施方法 

・学校での実施等，学校の実情に応じて利活用できる実施方法であること。 

・学校にとって過度に負荷がかからず，安定的・継続的に実施できる方法であ

ること。 

◆出題内容・解答方式 

・学習指導要領への対応等，制度の趣旨・目的に合致する出題であること。 

◆結果表示・提供 

・受検者の学習成果や課題について確認できる結果提供であること。 

   等 

＜基準や審査方法の検討に際しての主な論点の例＞ 

・共通的に確保すべき基準と民間の創意工夫を生かしていく部分のバランス 

・事前チェックと事後チェックのバランス 

・質の確保と実施コスト（受検料負担）のバランス 

・情報公開の在り方 

等 

②実施内容に関する取扱い 

対象教科・科目や問題内容，解答方式，結果提供（表示），ＣＢＴの活用，実施回

数・時期・場所，結果活用の在り方，受検料等の実施内容に関する取扱いについて

は，上記①の設計方針に基づき，「最終報告」や「論点整理」を基本として，関係者

の意見や専門家の検討を踏まえ策定する。 
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＜「最終報告」及び「論点整理」において示された実施内容の概略＞ 

・円滑に導入する観点から，国数英で共通必履修科目を上限として開始。義務

教育段階の内容を一部含める。 

・知識・技能を問う問題を中心に，思考力・判断力・表現力を問う問題をバラ

ンス良く出題。難易度の異なる複数レベルの問題のセット。 

・記述式の導入など多様な解答方式を採用。英語は４技能の測定を前提に検討。 

・段階表示で結果を提供。指導の工夫・充実に資する情報提供。 

・当面ＣＢＴは必須とはしない。検討・研究を継続。 

・回数・時期，対象学年は学校が選択し，会場は学校実施を基本。 

・受検料はできるだけ低廉な価格で。 

 等 

③手続等 

試験等を実施する民間事業者等からの申請に基づき，申請内容や申請対象となる

試験等について確認を行い，基準に適合するものについて，「高校生のための学びの

基礎診断」の一つとして認定する。 

＜具体的な手続の概略＞ 

申請：試験等を実施する民間事業者等が，当該試験等について国が示す基準等に

適合していることを示す書類等を申請書とともに提出する。 

審査：国において，申請が形式要件を満たしているか，申請内容と審査対象とな

る試験等の内容に齟齬がないか等について確認する。申請内容の適格性を

審査事項とし，例えば，問題一つ一つの突合審査等は行わない。 

認定：確認の結果，申請内容に不備や事実と異なる点が見られなければ，当該試

験等を「高校生のための学びの基礎診断」の測定ツールの一つとして認定

し，文部科学省において認定ツール一覧に加えて公表する。（準則主義を採

用） 

点検：認定ツールの実施者に対し，毎年度事業概要の報告（実施校数，全体傾向，

サンプル問題等）を求める。 

取消：認定要件を満たさなくなった場合，申請内容に虚偽が見つかった場合等に

は，認定の取消しを行う。（事後チェックと認定取消の関係については要検

討。） 
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（４）準備スケジュール 

   引き続き，平成２９年度に実施する試行調査の結果や高校・教育委員会等の関係

者，民間事業者等の意見を考慮しつつ，「高校生のための学びの基礎診断」検討ワ

ーキング・グループにおいて専門的な検討を加え，同年度中を目途に認定の基準等

を策定し，平成３０年度中に認定制度の運用を開始することを目指す。 

 

（５）その他 

   運用開始から３年経過後を目途に，実施状況について検証を行い，その結果に基

づき，次期学習指導要領への対応等の必要な措置を講じることとする。 

   なお，「高校生のための学びの基礎診断」の結果の副次的な利用については，認

定制度の着実な定着を図りながら，「最終報告」を踏まえ，高校生の学習意欲や進

路実現への影響等に関するメリット及びデメリットを十分に吟味しながら，高等学

校や大学等，企業をはじめとする関係者の意見も踏まえ，更に検討を行うこととす

る。 

 

３．調査研究の推進 

  文部科学省においては，「高校生のための学びの基礎診断」の充実や高等学校にお

ける基礎学力定着の取組の充実に向けた調査研究を継続的に推進することとする。 
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等
を
検
証
し
つ
つ
、

平
成
３
５
年
度
ま
で
は
継
続
し
て
実
施
。

○
各
試
験
団
体
に
、
検
定
料
の
負
担
軽
減
方
策
を
講
じ
る
こ
と
を
求
め
る
と
と
も
に
、

各
大
学
に
、
受
検
者
の
負
担
に
配
慮
し
て
、
で
き
る
だ
け
多
く
の
種
類
の
認
定
試
験

の
活
用
を
求
め
る
。

○
Ａ
Ｏ
入
試
・
推
薦
入
試
に
お
い
て
、
小
論
文
、
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
、
教
科
・
科

目
に
係
る
テ
ス
ト
、
共
通
テ
ス
ト
等
の
う
ち
、
い
ず
れ
か
の
活
用
を
必
須
化
。

○
調
査
書
の
記
載
内
容
も
改
善
。

○
出
願
時
期
を
Ａ
Ｏ
入
試
は
８
月
以
降
か
ら
９
月
以
降
に
変
更
。

合
格
発
表
時
期
を
Ａ
Ｏ
入
試
は
１
１
月
以
降
、
推
薦
入
試
は
１
２
月
以
降
に
設
定

（
こ
れ
ま
で
ル
ー
ル
な
し
）
。
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大学入学共通テスト実施方針 

 
 

 

１．名称 

  大学入試センター試験に代わるテストの名称は、「大学入学共通テスト」（以下「共通

テスト」という。）とする。 

 

２．目的 

  共通テストは、大学入学希望者を対象に、高等学校段階における基礎的な学習の達成

の程度を判定し、大学教育を受けるために必要な能力について把握することを目的とす

る。このため、各教科・科目の特質に応じ、知識・技能を十分有しているかの評価も行

いつつ、思考力・判断力・表現力を中心に評価を行うものとする。 

 

３．実施主体 

  共通テストは利用大学が共同して実施する性格のものであることを前提に、大学入試

センター（以下「センター」という。）が問題の作成、採点その他一括して処理すること

が適当な業務等を行う。 

 

４．実施開始年度 

平成３２年度（平成３３年度入学者選抜） 

※ 次期学習指導要領に基づくテストとして実施することとなる平成３６年度以降の

方針については、平成３３年度を目途に策定・公表予定。 

 

５．出題教科・科目等 

○ 共通テストの出題教科・科目等は、別表１のとおりとする。 

※ 次期学習指導要領において高等学校の教科・科目が抜本的に見直される予定であ

ることを踏まえ、平成３６年度以降は教科・科目の簡素化を含めた見直しを図る。 

 

○ 「国語」、「数学Ⅰ」、「数学Ⅰ・数学Ａ」については、８.で見直しを行うマークシー

ト式問題に加え、記述式問題を出題する。 

※ 次期学習指導要領に基づくテストとして実施することとなる平成３６年度以降、

地理歴史・公民分野や理科分野等でも記述式問題を導入する方向で検討を進める。 

 

 

 

 

8



 

６．記述式問題の実施方法等 

（１）国語 

①出題の範囲 

記述式問題の出題範囲は、「国語総合」（古文・漢文を除く。）の内容とする。 

 

②評価すべき能力・問題類型等 

多様な文章や図表などをもとに、複数の情報を統合し構造化して考えをまとめた

り、その過程や結果について、相手が正確に理解できるよう根拠に基づいて論述し

たりする思考力・判断力・表現力を評価する。 

設問において一定の条件を設定し、それを踏まえ結論や結論に至るプロセス等を

解答させる条件付記述式とし、特に「論理（情報と情報の関係性）の吟味・構築」

や「情報を編集して文章にまとめること」に関わる能力の評価を重視する。 

 

③出題・採点方法 

○ 記述式問題の作問、出題、採点はセンターにおいて行う。 

○ 多数の受検者の答案を短期間で正確に採点するため、その能力を有する民間

事業者を有効に活用する。 

○ センターが記述式問題の採点結果をマークシート式問題の成績とともに大

学に提供し、各大学においてその結果を活用する。 

 ※ センターが共通テストにおいて作問、出題、採点する記述式問題とは別に、

各大学が個別選抜において一定の期日に出題・採点に利用することができるよ

うセンターが大学の求めに応じ記述式問題及び採点基準を提供する方式の導入

も検討する。 

 

（２）数学 

①出題の範囲 

記述式問題の出題科目は、「数学Ⅰ」「数学Ⅰ・数学Ａ」とし、出題範囲は「数学

Ⅰ」の内容とする。 

 

②評価すべき能力・問題類型等 

図表やグラフ・文章などを用いて考えたことを数式などで表したり、問題解決の

方略などを正しく書き表したりする力などを評価する。 

特に、「数学を活用した問題解決に向けて構想・見通しを立てること」に関わる能

力の評価を重視する。 

 

③出題・採点方法 
○ 記述式問題の作問、出題、採点はセンターにおいて行う。 

○ 多数の受検者の答案を短期間で正確に採点するため、その能力を有する民間

事業者を有効に活用する。 

○ センターが記述式問題の採点結果をマークシート式問題の成績とともに大
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学に提供し、各大学においてその結果を活用する。 

 

７．英語の４技能評価 

○ 高等学校学習指導要領における英語教育の抜本改革を踏まえ、大学入学者選抜にお

いても、「読む」「聞く」「話す」「書く」の４技能を適切に評価するため、共通テ

ストの枠組みにおいて、現に民間事業者等により広く実施され、一定の評価が定着し

ている資格・検定試験を活用する。 
 

○ 具体的には、以下の方法により実施する。 

① 資格・検定試験のうち、試験内容・実施体制等が入学者選抜に活用する上で必要

な水準及び要件を満たしているものをセンターが認定し（以下、認定を受けた資格・

検定試験を「認定試験」という。）、その試験結果及びＣＥＦＲ（※）の段階別成

績表示を要請のあった大学に提供する。 

このような方式をとることにより、学習指導要領との整合性、実施場所の確保、

セキュリティや信頼性等を担保するとともに、認定に当たり、各資格・検定試験実

施団体に対し、共通テスト受検者の認定試験検定料の負担軽減方策や障害のある受

検者のための環境整備策を講じることなどを求める。 

また、認定試験を活用する場合は、受検者の負担に配慮して、できるだけ多くの

種類の認定試験を対象として活用するよう各大学に求める。 
 

※ ＣＥＦＲ…(Common European Framework of Reference for Languages : 
Learning , teaching , assessment)の略称。外国語の学習・教授・
評価のためのヨーロッパ共通参照枠。 

 

② 国は、活用の参考となるよう、ＣＥＦＲの段階別成績表示による対照表を提示す

る。 

 

③ センターは、受検者の負担、高等学校教育への影響等を考慮し、高校３年の４月

～１２月の間の２回までの試験結果を各大学に送付することとする。 

 

④ 共通テストの英語試験については、制度の大幅な変更による受検者・高校・大学

への影響を考慮し、認定試験の実施・活用状況等を検証しつつ、平成３５年度まで

は実施し、各大学の判断で共通テストと認定試験のいずれか、又は双方を選択利用

することを可能とする。 

 

⑤ 各大学は、認定試験の活用や、個別試験により英語４技能を総合的に評価するよ

う努める。 

 

○ なお、認定試験では対応できない受検者への対応のための共通テストの英語試験の

実施については、別途検討する。 
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８．マークシート式問題の見直し 

○ 思考力・判断力・表現力を一層重視した作問への見直し 

次期学習指導要領の方向性を踏まえ、各教科・科目の特質に応じ、より思考力・判断

力・表現力を重視した作問となるよう見直しを図る。 

 

９．結果の表示 

 （１）マークシート式問題 

   各大学において、入学者受入れ方針に応じたきめ細かい選抜に活用できるよう、

大学のニーズも踏まえつつ、現行の大学入試センター試験よりも詳細な情報を大学

に提供する。 

提供する情報の内容については、以下の事項を含め、今後、プレテスト等の状況

も踏まえつつ検討し、平成２９年度中に結論を得る。 

・ 設問、領域、分野ごとの成績 

・  全受検者の中での当該受検者の成績を表す段階別表示 

 

（２）記述式問題 

   設問ごとに設定した正答の条件（形式面・内容面）への適合性を判定し、その結

果を段階別で表すことなどについて検討する。 

結果の表示の仕方については、国語、数学の科目特性や試験問題の構成の在り方

も踏まえ、プレテスト等を通じて明確化する。 

    

※ 上記（１）（２）に関し、大学が指定した教科・科目については、全ての問の結

果の活用を求める。 

 

１０．実施期日等 

○ 共通テストの実施期日は、１月中旬の２日間とする。 

○ マークシート式問題と国語、数学の記述式問題は同一日程で、当該教科の試験時

間内に実施する。 

○ 成績提供時期については、現行の１月末から２月初旬頃の設定から、記述式問題

のプレテスト等を踏まえ、１週間程度遅らせる方向で検討する。 

 

１１．その他 

○ 出題教科・科目の試験時間、実施期日・成績提供時期、実施上の配慮事項（試験場 

の割当て、障害等のある受検者に対する配慮、再試験・追試験の実施）、実施方法等

に関する要項（時間割、検定料、成績の本人への通知等）の具体的な取扱いについ

ては、プレテストの結果等を通じて引き続き検討し、今後、実施大綱（平成３１年

度初頭目途に策定・公表予定）のほか、適切な時期に順次公表する。 

    なお、共通テストの検定料については、英語の資格・検定試験を活用することも
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踏まえ、受検者の経済的負担に配慮して所要の検討を行う。 

    障害のある受検者に対しては、引き続き合理的な配慮を行う。 

 

○ プレテストの実施内容と今後のスケジュールは別表２のとおり。 

なお、プレテストを通じて共通テストにおける試験問題の検討を行い、その検討

結果を公表する。 

 

※ ＣＢＴの導入については、引き続きセンターにおいて、導入に向けた調査・検

証を行う。平成２９年度については、問題素案の集積方法の検討及び集積等を行

う。 

この成果も踏まえ、平成３６年度以降の複数回実施の実現可能性を検討する。 
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別表１ 出題教科・科目 

 

教科等 出題科目 出題方法等 備考 

国語 『国語』 「国語総合」の全ての内容を出題範囲とする。 

『国語』の出題に

は記述式問題を含

む（古文、漢文を除

く。）。 

地理歴史 

「世界史Ａ」 

「世界史Ｂ」 

「日本史Ａ」 

「日本史Ｂ」 

「地理Ａ」 

「地理Ｂ」 

 左記の６科目は、それぞれの科目の全ての内

容を出題範囲とする。 
  

公民 

「現代社会」 

「倫理」 

「政治・経済」 

『倫理，政治・経済』 

「現代社会」、「倫理」及び「政治・経済」はそれ

ぞれの科目の全ての内容を出題範囲とする。 

『倫理，政治・経済』は、「倫理」と「政治・経済」

を総合した出題範囲とする。 

  

数学 

「数学Ⅰ」 

『数学Ⅰ・数学Ａ』 

「数学Ⅱ」 

『数学Ⅱ・数学Ｂ』 

「数学Ⅰ」「数学Ⅱ」は、それぞれの科目の全て

の内容を出題範囲とする。 

『数学Ⅰ・数学Ａ』は、「数学Ⅰ」と「数学Ａ」を総

合した出題範囲とする。 

 ただし、「数学Ａ」については、「場合の数と確

率」「整数の性質」「図形の性質」の３項目の内容

のうち２項目以上を学習した者に対応した出題と

し、問題を選択解答させる。 

  『数学Ⅱ・数学Ｂ』は、「数学Ⅱ」と「数学Ｂ」を

総合した出題範囲とする。 

  ただし、「数学Ｂ」については、「数列」「ベクト

ル」「確率分布と統計的な推測」の３項目の内容

のうち２項目以上を学習した者に対応した出題と

し、問題を選択解答させる。 

 

「数学Ⅰ」及び『数

学Ⅰ・数学Ａ』の出題

には記述式問題を

含む。「数学Ⅰ」・『数

学Ⅰ・数学Ａ』の記述

式問題の出題範囲

は、「数学Ⅰ」とす

る。 

理科 

「物理基礎」 

「化学基礎」 

「生物基礎」 

「地学基礎」 

「物理」 

「化学」 

 左記の８科目は、それぞれの科目の全ての内

容を出題範囲とする。 
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「生物」 

「地学」 

外国語 

『英語』 

『ドイツ語』 

『フランス語』 

『中国語』 

『韓国語』 

『英語』は、「コミュニケーション英語Ⅰ」「コミュ

ニケーション英語Ⅱ」及び「英語表現Ⅰ」を出題範

囲とする。 

『英語』以外の外国語科目は、英語（リスニング

を除く。）に準ずる。 

『英語』はリスニング

を含む。 

専門学科

に関する

科目 

『簿記・会計』 

『情報関係基礎』 

『簿記・会計』は、「簿記」及び「財務会計Ⅰ」を

総合した出題範囲とし、「財務会計Ⅰ」について

は、株式会社の会計の基礎的事項を含め、「財

務会計の基礎」を出題範囲とする。 

 『情報関係基礎』は、専門教育を主とする農業、

工業、商業、水産、家庭、看護、情報及び福祉の

８教科に設定されている情報に関する基礎的科

目を出題範囲とする。 

  

 

（注１）「 」『 』内記載のものを１出題科目とする。 

 

（注２）「 」で記載されている科目は、高等学校学習指導要領上設定されている科目を表し、

『 』はそれ以外の科目を表す。 
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プ
レ
テ
ス
ト
の
実
施
内
容
と
今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

２
８
年
度

２
９
年
度

３
０
年
度

３
１
年
度

３
２
年
度

「 大 学 入 学 共 通 テ ス ト 」 の 導 入

「 実 施 方 針 」 の 策 定 ・ 公 表

（ 年 ７ 月 ）

プ レ テ ス ト の 実 施

（ 年 度 目 途 ）

「 実 施 大 綱 」 の 策 定 ・ 公 表

（ 年 度 初 頭 目 途 ）

「 大 学 入 学 共 通 テ ス ト 」 の 実 施

プ レ テ ス ト 等

2
9

3
0

3
1

フ
ィ
ー
ジ
ビ
リ
テ
ィ

検
証
事
業

プ
レ
テ
ス
ト

プ
レ
テ
ス
ト

確
認
プ
レ
テ
ス
ト

受
検

者
数

約
1千
人

5万
人
規
模

10
万
人
規
模

詳
細
に
つ
い
て
、

今
後
検
討
予
定

対
象

者
大
学
１
年
生

原
則
、
高
校
２
年

生
以
上

(一
部
、
高
校
３
年
生

以
上
を
含
む

)

高
校
３
年
生

対
象

教
科

等
国
語
、
数
学

国
語
、
数
学
、

地
歴
・
公
民
、

理
科
、
英
語
、

特
別
の
配
慮
等

国
語
、
数
学
、

地
歴
・
公
民
、

理
科
、
英
語
、

特
別
の
配
慮
等

（
※
）

※
具
体
の
対
象
科

目
は
要
検
討

実
施

時
期

11
月
、
２
～
３
月

11
月

（
一
部
、
２
月
頃
）

11
月

確 認 プ レ テ ス ト の 実 施

（ 年 度 目 途 ）3
1

プ レ テ ス ト の 実 施

（ 年 度 ）2
9

３
３
年
度

３
４
年
度

３
５
年
度

３
６
年
度

新 学 習 指 導 要 領 に 対 応 し た

「 実 施 大 綱 」 の 予 告

新 学 習 指 導 要 領 に 対 応 し た

「 実 施 大 綱 」 の 策 定 ・ 公 表

新 学 習 指 導 要 領 に 対 応 し た

テ ス ト の 実 施

別
表
２
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○
各
大
学
の
入
学
者
選
抜
に
お
い
て
、
卒
業
認
定
・
学
位
授
与
の
方
針
、
教
育
課
程
編
成
・
実
施
の
方
針
を
踏
ま
え
た
入
学
者
受
入
れ
の
方
針
に
基
づ
き
、
「
学
力
の
３
要
素
」
（
「
知
識
・
技
能
」
「
思
考
力
・
判

断
力
・
表
現
力
」
「
主
体
性
を
持
っ
て
多
様
な
人
々
と
協
働
し
て
学
ぶ
態
度
」
）
を
多
面
的
・
総
合
的
に
評
価
で
き
る
よ
う
、
現
行
の
「
一
般
入
試
」
「
Ａ
Ｏ
入
試
」
「
推
薦
入
試
」
の
課
題
の
改
善
を
図
る
観
点
か
ら
、
大

学
入
学
者
選
抜
実
施
要
項
に
お
け
る
評
価
方
法
、
時
期
等
を
見
直
す
。
（
※
平
成
３
２
年
度
か
ら
着
実
に
導
入
し
つ
つ
、
平
成
３
６
年
度
以
降
も
各
大
学
に
お
い
て
一
層
の
深
化
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
改
革
の
制
度
設
計
を
引
き
続
き
検
討
）

入
試
区
分

「
一
般
入
試
」
⇒
「
一
般
選
抜
」
（
基
本
形
）

「
Ａ
Ｏ
入
試
」
⇒
「
総
合
型
選
抜
」

「
推
薦
入
試
」
⇒
「
学
校
推
薦
型
選
抜
」

特
徴

主
と
し
て
、
共
通
テ
ス
ト
や
各
大
学
が
実
施
す
る
教
科
・
科
目

に
係
る
テ
ス
ト
に
重
点
を
置
き
つ
つ
、
入
学
希
望
者
を
多
面
的
・

総
合
的
に
評
価
す
る
選
抜

主
と
し
て
、
入
学
希
望
者
が
自
ら
表
現
す
る
能
力
・
適
性
、

学
習
意
欲
、
目
的
意
識
等
を
評
価
す
る
こ
と
に
重
点
を
置
き

つ
つ
、
入
学
希
望
者
を
多
面
的
・
総
合
的
に
評
価
す
る
選
抜

主
と
し
て
、
高
等
学
校
が
在
学
中
の
学
習
成
果
を
評

価
し
た
上
で
、
大
学
に
対
し
て
行
う
推
薦
に
重
点
を
置

き
つ
つ
、
入
学
希
望
者
を
多
面
的
・
総
合
的
に
評
価
す

る
選
抜

出
願
時
期
・

合
格
発
表
始
期

・
出
願
時
期
：
試
験
期
日
に
応
じ
て
定
め
る

・
合
格
発
表
始
期
：
設
定
な
し

・
出
願
時
期
：
８
月
１
日
以
降

・
合
格
発
表
始
期
：
設
定
な
し

・
出
願
時
期
：
１
１
月
１
日
以
降

・
合
格
発
表
始
期
：
設
定
な
し

学
力
検
査

・
試
験
期
日
：
２
月
１
日
～
４
月
１
５
日
ま
で

・
合
格
発
表
：
４
月
２
０
日
ま
で

※
学
力
検
査
を
課
す
場
合
は
、
左
記
と
同
様

内
容
面
で
の

課
題
（
１
）

①
出
題
科
目
が
１
～
２
科
目
に
限
定
さ
れ
て
い
る
場
合
が
あ
る
。

②
記
述
式
を
実
施
し
て
い
な
い
場
合
が
あ
る
。
実
施
し
て
い
る

場
合
で
も
、
複
数
の
情
報
を
統
合
し
構
造
化
し
て
新
し
い
考

え
を
ま
と
め
る
能
力
な
ど
の
評
価
が
不
十
分
で
あ
る
。

③
「
話
す
こ
と
」
「
書
く
こ
と
」
を
含
む
、
英
語
４
技
能
を
総

合
的
に
評
価
す
る
必
要
が
あ
る
。

現
行
の
実
施
要
項
で
「
知
識
技
能
の
修
得
状
況
に
過
度
に

重
点
を
置
い
た
選
抜
基
準
と
し
な
い
」
と
さ
れ
て
い
る
が
、

一
部
、
事
実
上
の
「
学
力
不
問
」
と
な
っ
て
い
る
場
合
が
あ

る
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

現
行
の
実
施
要
項
で
「
原
則
と
し
て
学
力
検
査
を
免

除
」
と
さ
れ
て
い
る
が
、
一
部
、
事
実
上
の
「
学
力
不

問
」
と
な
っ
て
い
る
場
合
が
あ
る
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

内
容
面
で
の

改
善
点
（
１
）

①
教
科
・
科
目
に
係
る
テ
ス
ト
の
出
題
科
目
の
見
直
し

②
国
語
を
中
心
と
し
た
記
述
式
の
導
入
・
充
実
な
ど
作
問
の
改
善

③
英
語
４
技
能
評
価
の
導
入

※
上
記
①
～
③
は
総
合
型
選
抜
・
学
校
推
薦
型
選
抜
で
も
推
奨

・
上
記
実
施
要
項
の
記
載
の
削
除

・
志
願
者
本
人
の
記
載
す
る
資
料
（
例
：活
動
報
告
書
、
入
学
希
望

理
由
書
、
学
修
計
画
書
）
等
を
積
極
的
に
活
用
し
、
詳
細
な
書
類

審
査
と
丁
寧
な
面
接
に
よ
る
評
価
の
充
実

※
活
動
報
告
書
の
様
式
例
の
提
示

・
上
記
実
施
要
項
の
記
載
の
削
除

・
推
薦
書
の
中
で
学
力
の
３
要
素
の
評
価
を
必
須
化

内
容
面
で
の

課
題
（
２
）

特
に
主
体
性
を
持
っ
て
多
様
な
人
々
と
協
働
し
て
学
ぶ
態
度
の

評
価
が
不
十
分

特
に
知
識
・
技
能
及
び
思
考
力
・
判
断
力
・
表
現
力
の
評
価
が
不
十
分

内
容
面
で
の

改
善
点
（
２
）

上
記
の
評
価
の
た
め
、
調
査
書
や
志
願
者
本
人
の
記
載
す
る
資
料

等
（
＊
１
）
の
積
極
的
な
活
用

調
査
書
等
を
ど
の
よ
う
に
活
用
す
る
か
に
つ
い
て
、
各
大
学
の
募

集
要
項
等
に
明
記

＊
１
：
そ
の
他
、
エ
ッ
セ
イ
、
面
接
、
デ
ィ
ベ
ー
ト
、
集
団
討
論
、

プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
、
各
種
大
会
や
顕
彰
の
記
録
、
総
合
的
な
学
習

の
時
間
等
に
お
け
る
探
究
的
な
学
習
の
成
果
等
に
関
す
る
資
料
や
面
談

な
ど

上
記
の
評
価
の
た
め
、
調
査
書
等
の
出
願
書
類
だ
け
で
な
く
、
各
大
学
が
実
施
す
る
評
価
方
法
等
（
＊
２
）
又
は
大
学
入
学

共
通
テ
ス
ト
の
う
ち
、
少
な
く
と
も
い
ず
れ
か
一
つ
の
活
用
の
必
須
化

＊
２
：
例
え
ば
、
自
ら
の
考
え
に
基
づ
き
論
を
立
て
て
記
述
さ
せ
る
評
価
方
法
（
小
論
文
等
）
、
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
、

口
頭
試
問
、
実
技
、
教
科
・
科
目
に
係
る
テ
ス
ト
、
資
格
・
検
定
試
験
等
の
成
績
な
ど

（
注
）
入
学
者
受
入
れ
の
方
針
に
基
づ
き
、
活
用
す
る
評
価
方
法
（
実
施
時
期
・
内
容
を
含
む
）
や
比
重
に
つ
い
て
、
各
大
学
の
募
集
要
項
等
で
明
確
化

実
施
面
で
の

課
題

教
科
・
科
目
に
係
る
テ
ス
ト
に
つ
い
て
、
学
年
暦
と
の
関
係

を
考
慮
す
る
必
要
。

高
等
学
校
教
育
や
本
人
の
進
路
選
択
の
観
点
か
ら
よ
り
適
切
な
出
願
時
期

を
設
定
す
る
必
要
。
ま
た
、
１
０
月
以
前
に
合
格
発
表
を
行
う
大
学
が
４

２
％
を
占
め
、
高
等
学
校
教
育
や
本
人
の
学
習
意
欲
に
影
響
を
及
ぼ
し
て
い

る
状
況
を
改
善
す
る
必
要
。
一
方
、
推
薦
型
選
抜
の
出
願
時
期
も
考
慮
す
る

必
要
。

出
願
月
と
同
じ
１
１
月
に
合
格
発
表
を
行
う
大

学
が
４
２
％
を
占
め
、
高
等
学
校
教
育
や
本
人
の

学
習
意
欲
に
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
状
況
を
改
善

す
る
必
要
。

実
施
面
で
の

改
善
点

・
試
験
期
日
：２
月
１
日
～
３
月
２
５
日
ま
で

（
現
行
２
月
１
日
～
４
月
１
５
日
ま
で
）

・
合
格
発
表
時
期
：３
月
３
１
日
ま
で
（
現
行
４
月
２
０
日
ま
で
）

※
総
合
型
選
抜
・
学
校
薦
型
選
抜
で
も
教
科
・
科
目
に
係
る
テ
ス
ト
を
課
す
場
合
は
同
様

・
出
願
：
９
月
以
降
（現
行
よ
り
１
か
月
後
ろ
倒
し
）

・
合
格
発
表
時
期
：１
１
月
以
降
（
新
規
）

・
出
願
：
１
１
月
以
降
（
現
行
通
り
）

・
合
格
発
表
時
期
：１
２
月
以
降
（
新
規
）

※
入
学
前
教
育
の
充
実

平
成
３
３
年
度
大
学
入
学
者
選
抜
実
施
要
項
の
見
直
し
に
係
る
予
告
に
盛
り
込
む
内
容
等
に
つ
い
て

[主
な
ポ
イ
ン
ト
]

※
入
学
前
教
育
の
充
実
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